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第２部　ぐんまの環境

環境ボランティア募集中コラム

　求めます！あなたの行動力。

　①やる気　②行動力……この２つがあれば ・ ・ ・

　あなたは立派なアドバイザー。

　環境アドバイザー、 随時募集中です。

　○応募資格……県内に居住し、 地域の環境保全に強い関心をもち、 地域の環境保全活動のけん引役として活

動する熱意のある方。 すでに、 環境保全活動に取り組んでいる方はもちろんのこと、 これか

ら活動したい方でもかまいません。

　○登録後は……県庁から環境に関する有用な情報をお届けします。 講演会なども実施します。

　○登録期間……平成21年４月１日から平成24年３月31日まで

　○問い合わせ先……環境政策課　電話027－226－2821

　環境保全活動の地域リーダーとして活躍する人材

の育成 ・ 支援のため平成４年度から群馬県環境アド

バイザー制度を設け、 平成23年５月31日現在、 318

名の環境アドバイザーが県に登録し活躍しています。

【環境アドバイザーの活動概要】

　環境ボランティアとして、 環境美化活動、 地球温

暖化対策、 家庭から排出されるごみの減量や自然エ

ネルギー等、 様々なテーマで活動しています。

　平成11年度から環境ボランティアに委託している

「地域環境学習推進事業」 も、 主に環境アドバイザ

ーが企画 ・立案 ・実施をしています。

　また、 環境アドバイザー相互のネットワーク作りのた

め、 平成９年度に 「群馬県環境アドバイザー連絡協

議会」 を設置しました。 役員会 ・幹事会を随時開催

し、 重点活動内容について協議するとともに、 会報

「グリーンニュース」 の発行、 専門部会 （ごみ問題、

温暖化 ・ エネルギー、 自然環境、 広報） の運営、

地域ごとに活動する地域部会など 「行動する環境ア

ドバイザー」 をスローガンに専門性を伸ばしながら、

アドバイザー同志のつながりを意識した活動に取り組

んでいます。

第２節　自主的取組と協働の促進

１　群馬県環境アドバイザー

（1） 事業の趣旨

　地域の環境保全上、 緊急に整備する必要のある県民

生活に密着した森林において、 良好な生活環境の整備

と森林の公益的機能の発揮を図るものです。

（2） 事業の内容

　作業経験豊富なボランティア団体に協力していた

だいて、 道路や公共施設等に隣接していて長年整

備されていない森林や林道沿線で一般廃棄物が投

棄されている森林において、 除 ・ 間伐、 下刈り等の

整備を実施しました。

　なお、当該団体の協力に対して1haあたり５～８万円、

１路線１箇所あたり３万円の奨励金を交付しました。

（3） 実施状況

　平成22年度までの５年間に整備した面積及び協力団

体数 （延べ数） は表2－5－2－1のとおりです。

　また、 この事業は平成22年度をもって終了いたしま

した。 ご参加いただきましたボランティアのみなさま、

ご協力ありがとうございました。

２　すこやか森林ボランティア

表２－５－２－１　事務所別森林整備面積及び協力団体数

区分年度
協力団体数 面積 （ha）

18 19 20 21 22 18 19 20 21 22
渋  川 2 2 2 3 3 6.99 3.56 4.03 5.01 1.88
西　部 6 6 7 5 4 7.60 8.47 6.39 3.65 4.70
藤  岡 5 1 1 0 0 2.60 1.77 1.00 0.00 0.00
富  岡 4 3 1 1 1 8.20 7.40 5.82 2.32 2.88
吾  妻 6 3 2 1 2 4.10 3.86 3.44 2.11 7.91
利根沼田 17 14 13 14 18 6.90 11.15 13.66 13.53 21.34
桐  生 0 0 2 2 1 0 0 3.09 5.10 1.00
計 40 29 28 26 29 36.39 36.21 37.43 31.72 39.71
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(1)　事業の趣旨

　全国都市緑化ぐんまフェアの成果や花と緑の多様

な役割を踏まえ、 ぐんまクリーン大作戦等の既存事

業を再構築し、 以下の３つの展開方針により、 花と

緑あふれる県民参加の県土づくりを目指します。

①花と緑を活かした新しい県民参画型の事業展開

②多様な主体の参画する推進体制の構築

③多様な意見を取り入れ事業をブラッシュアップ

(2)　事業の内容

　県民代表者、 県、 市関係者等で構成する花と緑

のぐんまづくり検討委員会で、 事業展開及び推進体

制が検討され、「花と緑のぐんまづくり推進プラン」 が

策定されました。

　これに基づき、 平成21年４月より花と緑のぐんまづ

くり推進事業がスタートしました。

①推進体制

　多様な主体が参画、 かつ全県的な事業展開を推

進するため、 以下のような協議会を設置します。

○全体協議会

　 【県、 イベント開催市町、 団体、 企業等】

○地域協議会 ：県内12地域

　 【県地域機関、 市町村、 自治会等】

②事業展開

　花と緑のぐんまづくりを推進するため、 以下の５事

業を展開します。

②－１　全体協議会で実施する事業

●花と緑のぐんまづくり～ふるさとキラキラフェステ

ィバル～

　市町持ち回りの花と緑のイベント

開催場所 ：

　H21 【高崎市】 ４月29日～６月３日　高崎駅～高崎

市庁舎前広場

　H22 【館林市】 ４月18日～５月23日　館林駅～館

林市庁舎

　H23 【渋川市】 ７月30日～９月４日　伊香保石段　

９月17日～10月23日　渋川駅～渋川ネイブルスクエ

ア

主な催事 ：沿道飾花、 体験教室、 コンテスト等

●ぐんま美緑化 （みりょくか） ＰＲ作成

　群馬の花緑をPR （バスツアー、 HP活用等）

●花と緑の総合行政

　県庁内の花緑関係課で連携し花緑総合施策

を実施 （ぐんま花のまちづくりコンクール、 街中

緑化推進検討部会、 花と緑のぐんまづくりシン

ポジウム）

②－２　地域協議会で実施する事業

●花と緑のクリーン大作戦

　飾花や除草など公共施設の美化活動を行う住

民団体を支援

●花のある道モデル事業

　道路工事等で生じたポケットパークを再整備し、

地域の方々の管理等への協力により再生

●花のゆりかごプロジェクト

　農業高校等と協力し、 住民参加型花苗育苗

供給システムを確立。

②－３　県民の事業参加と交流のための事業

●ふるさとキラキラサポーターズクラブ

　事業への県民一人一人の参加を目的にサポ

ーターズクラブを設置

　※企業等への協力により各種特典あり

３　花と緑のぐんまづくり推進事業

花と緑のぐんまづくり基本スキーム

組　　織

事業展開

推進協議会 （H21.4.7設立）

【県、 イベント実施市町、 団体、 企業等】

○○地域協議会 （H21年度設立）

【県地域機関、 管内市町村、 自治会等】

花と緑のぐんまづくり

～ふるさとキラキラフェスティバル～

花と緑のクリーン大作戦

　美化活動実施団体を支援

花と緑の総合行政

　コンクール、 シンポジウム等

花のある道モデル事業

　国県道の荒廃ポケットパーク再生

ふるさとキラキラサポーターズクラブ

（県民 ・団体参加）

花のゆりかごプロジェクト

　住民参加型花苗育苗供給システム

第５章　すべての主体が参加する環境保全の取組

ぐんま美緑花 （みりょくか） ＰＲ作戦

　バスツアー＋ホームページ運営
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　河川愛護意識の啓発と良好な河川環境の維持 ・

保全、 適正な河川利用を推進するため、 毎年７月を

「河川愛護月間」 として、 河川美化作業等様々な活

動を全国で実施しています。

　本県でも毎年７月を河川美化強調月間として、 河

川愛護、 美化運動の推進を図っています。

　良好な河川環境の維持 ・ 保全を行政のみで行うこ

とには限界があり、 地域住民の協力が不可欠です。

そこで、「自分たちの社会は自分たちで作っていく」

という考えのもと、 県民参加型公共事業 「道普請型

ぐんまクリーン大作戦」 の一環である 「河川 ・ 道路

クリーン大作戦」 を平成11年度から行い、 平成21年

度からは 「花と緑のクリーン大作戦」 として河川の除

草活動等を行う団体に対して奨励金を交付し、 自発

的な住民組織による活動を支援しています。

　なお、 こうした社会的奉仕活動に対して、 毎年７月

７日の 「川の日」 に 「優良河川愛護団体等表彰」

を行っており、 平成22年度は10団体の表彰を行いま

した。

（1） 環境影響評価制度

　環境影響評価制度は、 大規模な開発事業等を行う

前に、 その事業の実施が環境にどのような影響を及ぼ

すかについて、 調査、 予測及び評価を行い、 環境保

全のための措置を検討することにより、 環境と開発の調

和を図ることを目的とする制度です。

　本県では平成３年に定めた 「群馬県環境影響評価

要綱」 により、 国においては昭和59年に閣議決定

が行われた 「環境影響評価の実施について」 により

環境影響評価を実施してきました。

　その後、 新たな環境問題への対応や制度の充実

を図るために見直しを行い、「群馬県環境影響評価

条例」（平成11年群馬県条例第19号） を施行してい

ます。

　国においては 「環境影響評価法」（平成９年法律

第81号） が平成11年６月に施行され、 また、 戦略的

環境アセスメント導入を含めた 「環境影響法の一部

を改正する法律 （平成23年法律第27号）」 が平成

23年４月に公布されました。

　平成24年４月には、 改正法の一部が施行され、 平

成25年４月には、改正法が完全施行される予定です。

（2） 手続の流れ

　法及び条例の対象となった事業は、 方法書手続、

準備書手続、 評価書手続、 事後調査手続を実施し

ながら、 環境保全対策を図っていきます。

ア　方法書手続

　環境影響評価の項目並びに調査、 予測、 評価

の手法を選定するための手続です。

イ　準備書手続

　調査、 予測及び評価の結果について、 環境保

全の見地からの意見を求めるための手続です。

ウ　評価書手続

　準備書に対する意見をよく検討し、 準備書の内

容を見直し、 環境影響評価の結果をまとめあげる

手続です。

エ　事後調査手続

　事業実施による環境影響を確認し、 環境保全対

策を検討する手続です。

（3） 環境影響評価実施事業

　本県では現在までに、 法及び条例による手続が表

2－5－2－2のとおり行われています。

（4） 今後の取組

　「環境影響法の一部を改正する法律」 が平成25年

４月に完全施行されるのに伴い、「計画段階配慮書手

続きの新設 （SEA）」、「方法書における説明会の義

務化」、「電子縦覧の義務化」 及び 「環境保全措置

等の公表」 などについて、 群馬県環境影響評価条

例の改正を検討します。

４　河川愛護運動

５　環境影響評価
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環境新技術県公共事業採用事例コラム

　平成22年度に環境新技術を採用して実施した事業のうちのいくつかをご紹介します。

対
象

事業名 事業種類 手続状況

法
利根川水系戸倉
ダム建設事業

ダム事業
手続終了
事業中止

法
国道50号前橋笠懸
道路建設事業

道路建設事業 手続終了

法
国道17号本庄道路
建設事業

道路建設事業 手続終了

条
例
新野脇屋住宅団地
造成事業

住宅団地造成 手続終了

条
例
中東京幹線一部増
強工事事業

送電線路設置
手続終了
事後調査

条
例
増田川ダム建設事
業

ダム建設事業
評価書
休止中

条
例

西上武幹線新設工事
（渋川箕郷区間） 事業

送電線路設置 手続終了

条
例
吾妻木質バイオマ
ス発電事業

工場又は事業場
設置

手続終了
事後調査

対
象

事業名 事業種類 手続状況

条
例

西上武幹線新設工
事 （箕郷西毛区間）
事業

送電線路設置
手続終了
事後調査

条
例

西上武幹線新設工
事 （西群馬渋川区
間） 他事業

送電線路設置
手続終了
事後調査

条
例
（仮称） 北部大規
模開発事業

工業団地造成
手続終了
事後調査

条
例
太田市下田中工業
団地開発事業

工業団地造成
手続終了
事後調査

条
例
前橋市新清掃工場
整備事業

廃棄物処理施設
の設置

準備書
手続中

条
例

伊勢崎市宮郷地区
における工業団地
造成事業

工業団地造成
準備書
手続中

表２－５－２－２　環境影響評価実施事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （平成23年６月末現在）

　県では、 環境産業の振興と県事業の環境配慮を促

進するため、 県内中小企業が開発した循環型社会

づくりや環境保全に資する技術や製品を募集し、 広

報するとともに、 県単独公共事業に採用しています。

　平成22年度は、 応募のあった技術や製品の中から

織物残糸を有効活用するコンクリート等吹付け混入

材、 下水汚泥溶融スラグ入りコンクリート製品、 特殊

浚渫ポンプによる農用地対応型の底泥循環システム

技術、 コンクリートを全く使用しない石積工法による

魚道付床固工を県単独公共事業に採用しました。

　平成23年度も引き続き、 環境新技術 ・新製品の募

集を行い、結果を県ホームページで公表するとともに、

県単独公共事業に設けられた48,000千円の環境枠予

算により、 積極的な採用を図ります。

６　環境新技術導入促進

下水汚泥溶融スラグ入りコン
クリート製品
（歩車道境界ブロック）
　↓

コンクリートを全く使用しない
石積工法による魚道付床固
工
　↓

　↑
特殊浚渫ポンプによる農用
地対応型の底泥循環システ
ム技術

　↑
織物残糸を有効活用したコン
クリート等吹付け混入材

（1） 環境GS （Gunma Standard） 認定制度

ア　趣旨 ・目的

　地球温暖化防止に向けた事業者の自主的な取り

組みを促進するため、 自社の環境マネジメントシ

ステム～計画 （Plan）、実行 （Do）、点検 （Check）、

見直し （Action） ～を整備し、 これを組織的に運

用する事業者を群馬県が 「環境GS事業者」 とし

て認定し、 支援する制度です。

７　環境マネジメントシステム （環境GS （Gunma Standard） 認定制度ほか）

第５章　すべての主体が参加する環境保全の取組
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　平成18年度から認定を開始し、 1,207の事業者

を認定しています。

イ　特徴

　 ・ 申請書を県に提出した時点から、 認定の対象と

なります。

　 ・ 無理なく取り組めるよう、 簡易な内容となってい

ます。

　 ・ 費用は無料です。

　 ・ 参加は事業所単位で、 業種等による制限はあり

ません。 →ISOやエコアクション21の取得事業

者も参加可能です。

ウ　申請期間　年間随時

エ　認定事業者になると

　●　認定書、 ステッカーが交付されます。

　●　事業者名と取組内容が公表されます。

　●　県から支援等が受けられます。

　 ・ 広報紙等による情報提供

　 ・ 研修会の開催

　 ・ 環境GS推進員の派遣

　 ・ 環境GS企業エコ改修資金の貸付

（2） エコアクション21

ア　エコアクション21とは

　エコアクション21は、 全ての事業者が、 環境へ

の取り組みを効果的、 効率的に行うことを目的に、

環境に取り組む仕組みを作り、 取り組みを行い、

それらを継続的に改善し、 その結果を社会に公表

するための方法について、 環境省が策定したエコ

アクション21ガイドラインに基づき、 取り組みを行う

事業者を、 審査し、 認証 ・ 登録する制度が、 エ

コアクション21認証 ・登録制度です。

イ　認証 ・登録状況

　全国で6,478件 （平成23年５月末日現在）、 群馬

県では、183件 （平成23年５月末日現在）の認証 ・

登録があります。

【エコアクション21中央事務局ホームページより】

ウ　特徴

　 ・ 事業者の環境への取組を促進するとともに、 そ

の取組を効果的 ・ 効率的に実施するため、 国

際標準化機構のISO14001規格を参考としつつ、

中小事業者にとっても取り組みやすい環境経営

システムのあり方を規定

　 ・ 必ず把握すべき環境負荷の項目として、 二酸化

炭素排出量、 廃棄物排出量、 総排水量及び化

学物質使用量を、 必ず取り組んでいただく行動

として、 省エネルギー、 廃棄物の削減 ・ リサイ

クル、 節水、 化学物質使用量の削減 （化学物

質を取り扱う事業者の場合）、 グリーン購入、 自

らが生産 ・ 販売 ・ 提供する製品及びサービス

に関する取組を規定

　 ・ 環境活動レポートの作成と公表を必須の要件とし

て規定

【エコアクション21ガイドライン2009年版より】

表２－５－２－３　環境GS事業者認定状況（H23.6.18現在）

事業者の内訳 件数

業
種
別

農林水産業 ・鉱業 15

製造業 312

建設 ・設備 ・廃棄物処理業等 246

商業 ・金融 ・ サービス業等 553

運輸業 81

規
模
別

1～9人 436

10～99人 652

100～499人 96

500人～ 23

計 1207
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（3） ISO14001＊１をめぐる動向

ア　背景

　森林破壊、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化、

海洋汚染など地球環境問題への対応が大きな課

題となり、 企業の環境問題への取組についても大

きな関心が寄せられています。

　こうした中で、 環境マネジメントシステムである国

際規格ISO14001は、 国際競争上、 重要となり、

大企業を中心に認証取得が進んでいます。

　また、 中小企業においても、 内外の取引先を開

拓していく上で、 認証取得が非常に重要となって

きています。

イ　認証取得の状況

　平成８年の規格発行以後、 我が国の審査登録

件数は増加していましたが、 平成22年から減少が

始まり、 平成23年６月10日現在で、 20,008件となりま

した。 （群馬県 ： 337件）

　産業分野別の状況では、 サービス業が約32％、

以下基礎金属 ・加工金属製品約12％、 建築約11

％と続きます。 最近の動向としては、 特定業種だ

けでなく、 自治体、 商社、 病院、 銀行等、 サー

ビス業をはじめとした幅広い業種で審査登録件数

が増えています。

　 【㈶日本適合性認定協会調べ】

ウ　ISO14001認証取得支援

　中小企業においては資金面や人材面が十分と

はいえず、 ISO14001認証取得への取組は遅れて

いる状況にあります。

　このため、 本県では、 中小企業パワーアップ資

金など制度融資により、 資金面での支援を行うとと

もに、 ㈶群馬県産業支援機構では経営相談窓口

において専門のマネージャーによる相談や、 登録

専門家によるコンサルティングなどの支援を行って

います。

　環境生活保全創造資金は、 公害防止や廃棄物対

策、 さらには循環型社会づくりや地球環境問題に取

り組む中小企業者を支援する融資制度です。

　昭和43年度に 「公害防止対策資金」 として発足し、

制度内容の充実とともに、 平成11年４月に 「環境保

全創造資金」、 平成15年４月に 「環境生活保全創

造資金」 へと改称しました。

　平成22年度における融資実績は、 10件、 22,307万円

でした。 近年の融資状況は表2－5－2－4、 平成23年

度における制度概要は表2－5－2－5のとおりです。

８　環境生活保全創造資金

＊１ISO14001 ： ISO14000シリーズは、 国際標準化機構 （ISO ： International Organization for Standardization） が定めている環境管理システム規格。 1996

年９月に発行。 ISO14001は、 このシリーズの中核となる環境マネジメントシステムの仕様及び利用の手引きです。 このほか、 環境監査の指針、 環境ラベ

ル、 ライフサイクルアセスメント、 用語と定義などの規格があります。

表２－５－２－４　環境生活保全創造資金 近年の融資状況 （新規融資分）

単位：千円

公害防止施設

整 備 資 金

産業廃棄物処

理施設整備資

金

産業廃棄物処

理施設整備資

金 （再生利用

施設整備資金）

低公害車導

入整備資金

資源有効利

用施設整備

資 金

環 境GSエ コ

企業改修資金

合 計

年度 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

20 1 20,000 0 0 4 195,000 3 6,700 0 0 0 0 8 221,700

21 1 30,000 0 0 0 0 3 19,400 0 0 1 14,000 5 63,400

22 1 18,000 0 0 3 168,970 3 13,900 0 0 3 22,200 10 223,070

第５章　すべての主体が参加する環境保全の取組
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第２部　ぐんまの環境

名　　称 対象者 対象事業 支援内容等 担当部署

公害防止施設
整備資金

中小企業者、
中小企業団体

①公害防止施設の設置
（移転含む）
②土壌 ・地下水汚染防
止事業
③アスベスト除去対策
事業

・限度額5,000万円
・利率年1.9％ （保証付1.6％） 以内
・融資期間
　7年以内 （工場移転、 アスベスト除去
10年以内） うち据置期間1年以内

環境保全課

低公害車導入
整備資金

中小企業者、
中小企業団体

電気自動車 ・ ハイブリ
ッド自動車等の低公害
車及び附帯施設の導入

・限度額1億円
・利率年1.9％ （保証付1.6％） 以内
・融資期間
　10年以内うち据置期間1年以内

環境政策課

資源有効利用
施設整備資金

中小企業者、
中小企業団体

資源有効利用施設の整
備

・限度額5,000万円
・利率年1.9％ （保証付1.6％） 以内
・融資期間
　7年以内 （建物の新築又は改築10年
以内） うち据置期間1年以内

環境政策課

産業廃棄物処
理施設整備資
金

中小企業者、
中小企業団体

①産業廃棄物を処理す
るための施設整備
②産業廃棄物を再生利
用するための施設整
備

・限度額①5,000万円②7,000万円
・利率年1.9％ （保証付1.6％） 以内
・融資期間
　7年以内 （建物の新築又は改築10年
以内） うち据置期間1年以内

廃棄物 ・ リ
サイクル課

環境GS企業エ
コ改修資金

環境GS事業
者として認定
を受けている
中小企業者
（個人・会社）

①省エネルギーのため
の設備導入 ・改修
②温室効果ガス排出量
削減に寄与できる施
設の導入 ・改修
③新エネルギー設備の
導入 ・改修

・限度額
　省エネ率10％以上の改修工事2,000万
円、 自己資金調達型ESCO事業1億
円、 エネルギーの使用の合理化に資
する施設等の設置1億円、 新エネル
ギー設備の設置又は改修工事2,000
万円
・利率年1.9％ （保証付1.6％） 以内
・融資期間
　10年以内うち据置期間1年以内

環境政策課

融　

資

中小企業
パワーアッ
プ資金

中小企業者

①ISO14001認証取得に
係る申請料、審査料、
コンサルタントに対す
る委託料等の運転資
金
②環境保全 ・保護に関
連する設備 ・ 製品等
の開発 ・ 製造を行う
事業に必要な設備 ・
運転資金
③RoHS指令対応に係
る設備 ・運転資金

・限度額2億円
　 （うち運転資金5,000万円）
・利率年1.9％（保証付1.6％又は1.5％）
以内
・融資期間
　設備12年以内うち据置期間2年以内
　運転7年以内うち据置期間1年以内
　※平成21年度から、 上記据置期間の
1年 （八ツ場ダム対策関連の場合は2
年） 延長を可能とする特例措置を実
施している。

　 （～平成24年３月31日）

商政課

NPO活動
支援整備
資金

特定非営利
活動法人

①特定非営利活動を推
進する上で必要な施
設及び一般事務機器
等の整備
②特定非営利活動を行
う上で必要な運転資
金

・ 限度額①2,000万円②500万円 （②
のみ知事の特認あり）
・ 利率年1.9％以内
・融資期間
①建物10年以内、 設備7年以内
　うち据置期間1年以内
②5年以内うち据置期間1年以内

NPO･ボラン
ティア推進
課

表２－５－２－５　制度概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年４月1日現在
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CSRで森林づくり活動に取り組む企業～県有林整備パートナー事業とは～コラム

（1） 事業の趣旨

　地球温暖化防止のためには、 温室効果ガス排出

量の一層の削減とともに、 二酸化炭素を吸収する森

林の整備を推進する必要があります。

　そこで、 社会貢献活動に積極的な企業や団体に、

ボランティアとして森林整備活動に参加していただき、

森林の有する公益的機能の発揮を促進するとともに、

森林保全や環境保全意識の高揚を図ります。

（2） 事業の内容

　企業参加の森林づくりは、 森林整備活動をしようと

する企業や団体と、 自らの手で森林整備ができない

森林所有者との間を群馬県が橋渡しして、 森林整備

協定を締結し、 それぞれが力を合わせて健全な森

林づくりを行う取り組みです。

（3） 実施状況

　県内各所で植栽や下刈り、 除 ・間伐や刈払いなど

を行っています。 平成22年度末で森林整備協定数

は53件となり、 森林整備面積 ・ 参加人数ともに年々

増加しています。

９　企業参加の森林づくり

表２－５－２－6　企業 ・団体による森林整備面積と参加人数

図２－５－２－2　企業参加の森林づくりの流れ

　企業のCSR活動 （Corporate Social Responsibility ： 社会的な責任を果たす取り組み） とは、 企業が、 事業活

動による利益のみを優先するのではなく、 その活動が社会へ与える影響に責任を持つために、 株主、 従業員、

取引先、 消費者、 そして地域社会や地元住民など、 様々な立場の人たちと信頼関係を構築し、 企業利益 （経

営資源） を社会に還元する取り組みのことです。 CSRは単なる社会貢献だけではなく、 企業が持続的に発展す

るために必要な、 社会的な信頼度を示すものとなっています。

　そんなCSRの一つとして、 ここ数年、「環境貢献活動としての森林づくり」 に取り組む企業が増えています。 この

取り組みを支援するため、 群馬県では山の持ち主だけでは手入れが難しい森林を紹介して森林づくり活動への参

加を呼びかける 「企業参加の森林づくり事業」 を実施し、 数多くの県内外の企業に参加していただいています。

　また、 群馬県では昨年から、 従業員などにより直接森林づくり活動を行うことが難しい企業や団体を支援するた

め、「県有林整備パートナー事業」 を始めました。 「県有林整備パートナー事業」 は、 地球温暖化防止をはじめと

する森林の数多くの機能を高めるため、 森林づくりを進めていくことに賛同し寄付をいただいた企業 ・団体のみな

さんをパートナーとして、 県有林に設定したパートナー森林の整備や保全を群馬県が行うものです。 また、 パート

ナーのみなさんに対して、 取り組み状況を県ホームページなどで紹介するほか、 企業の取り組みをPRする看板

の設置場所の提供や、 事業による二酸化炭素の吸収量の認証や公益的機能の算定、 パートナーのみなさんが

森林づくり活動をする場合の指導などを行います。

　群馬県の森林は、 首都圏の水源であり、 流域に暮らす多くの人たちの安全

で安心な生活を支える大切なものです。 群馬県は、 企業のみなさんと互いに

手を携えて、 この森林の豊かなめぐみを未来へ引き継ぐために、 森林づくり

活動に取り組んでいきます。

県有林整備パートナー事業 「ぐんぎんの森」

第５章　すべての主体が参加する環境保全の取組
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10月は 「ぐんま山と森の月間」、 10月第一日曜日は 「ぐんま山の日」 ですコラム

　平成20年３月19日、 民間団体と行政機関あわせて38団体が共同して、『ぐんま山と森の月間』 を宣言し、 毎年

10月を、 山や森林に親しみ、 学び、 その恵みに感謝し、 守る取組を率先して推進する月間と定め活動してきまし

た。

　さらに、 平成22年10月３日 『第34回全国育樹祭』 が群馬県で開催されたことから、 これまでの取組を一層拡充

する良い契機ととらえ全国育樹祭が開催された10月第一日曜日を 『ぐんま山の日』と定め 『ぐんま山と森の月間』

の開幕を告げる日としました。

　群馬県は土地の３分の２が森林で、 利根川の上流に位置する森林県です。 森林には公益的機能といって、 普

段は気づかないいろいろな役割を担っています。 山や森は心を癒してくれる美しい景観を創り出しているほか、 雨

水を一旦地中に蓄えて少しずつ川に流す水源かん養という働きや、 土砂崩れのような自然災害を防いだり、 二酸

化炭素を吸収し酸素をつくり出す地球温暖化防止の役割などを果たしています。

　紅葉で山々が美しくなり、 山の幸も豊富な10月を中心とする時季に多くの人に山や、 森林に親しんでいただき、

山と森が果たしている役割を知って欲しいという願いから参加型のイベントを各地で行っています。 登山大会や自

然観察会、 森林ウオーク、 林業体験会などがあり、 山や森や樹木に精通した解説員やインストラクターを交えて

自然に親しめるように企画されています。 その他にも庭木の剪定 ・ 整枝講習や木工クラフト体験など多彩なイベ

ントを用意しています。

　イベントに参加して、 山や森林について考えてみましょう。 皆さん

のご参加をお待ちしています。

●お問い合わせ

　ぐんま山と森の月間推進協議会 （県庁林政課内）

　電話027－226－3214

http://www.pref.gunma.jp/04/e3010060html
ぐんま山と森の月間オープニングイベント 「自然観察会」

（1） 経過

　県自らが事業者 ・ 消費者として、 その活動に伴う

環境負荷の低減の取組を率先して実践することとし、

平成18年３月に 「循環型社会県庁行動プラン－エコ

Do！－第２次計画」 を策定しました。

　この計画は、 国等による環境物品等の調達の推進等

に関する法律 （グリーン購入法） に基づく 「グリーン

購入指針及びグリーン購入実施計画」、 県庁から排出

されるごみの減量化と資源の循環的利用を進める 「県

庁ゼロエミッション推進計画」、 地球温暖化対策の推進

に関する法律に基づく、「地球温暖化防止実行計画」

の３つから構成されています。

（2） 計画の対象

　県庁のすべての機関を対象

（3） 計画期間

　平成18年度から平成22年度までの５か年

（4） 目標

　 ・ グリーン購入計画

　品目別購入ガイドラインの基準を満たす商品の

購入を100％とする。

　 ・ 県庁ゼロエミッションの推進

　平成16年度の実績量に比べ、 ゴミの排出量を10

％削減、 コピー用紙購入量を10％削減、 事務用

品購入量を10％削減する。

　 ・ 地球温暖化防止対策

　平成22年度に見込まれる県の事務・事業から排出さ

れる温室効果ガスの総排出量を６％削減する。

（5） 主な取組

　ア　グリーン購入の推進

　 ・ 物品購入総量の抑制、 物品の長期使用、 環境

負荷の低減に配慮した物品の購入

　 ・ 特定品目及び購入目標を定めたグリーン購入実

施計画に基づく購入の推進

　イ　県庁ゼロエミッションの推進

　 ・ 両面コピーの徹底、 裏面再利用等によるコピー

用紙使用量の削減

　 ・ 在庫品の圧縮等による物品の長期使用促進

　 ・ 3R （発生抑制、 再利用、 資源化） による分別

廃棄の徹底促進

　ウ　地球温暖化対策の推進

10　循環型社会県庁行動プラン－エコDO！－



151

　 ・ 照明及びOA機器の適正管理等による電気使用

量の削減

　 ・ 省エネによる各種燃料使用量の削減

　 ・ 公用車のエコドライブ、 効率的使用等によるガソ

リン使用量及び自動車走行量の削減

（6） 推進体制

　第２次計画では１次計画同様に、 所属における取

組みを効果的に進めるため、 各所属に推進マネー

ジャー及び推進リーダーを配置しました。

　第２次計画では、 特に目標が達成できなかった項目に

対する取り組みを重点的に進めるため、 新たに庁舎単

位に 「エコDo！推進委員会」 を設置し、各庁舎ごとに、

①実地に即した計画の策定、②実行、③点検、④評価・

見直しを行う 「環境マネジメントシステム」 を導入して推

進体制の強化を図りました。

（7） 実施状況の点検 ・公表

　　エコDo！の結果について毎年公表しました。

　また、 平成22年度においては、「更なる推進」 を

打ち出し、 使用量の削減が進んでいない３項目に

関して重点的な点検を行うため、 ３ヶ月に一度の

集計 ・公表を行いました。

（1） 基本方針

　県では、 公共事業のあり方を環境面を含む様々な

観点から検討し、 効率的 ・ 効果的な事業の実施を

図っています。県の公共事業等執行方針においても、

県産木材の活用や県内企業の環境新技術の導入、

環境負荷の低減を掲げており、 環境に配慮した公共

事業の施行に努めて参ります。

（2） 主な取組

　資源循環型社会を支える森林の整備・保全を推進する

ため、県が率先して公共事業への県産木材の積極的な活

用を図ります。建築物や防護柵など、公共事業実施の際

に県産材の活用を検討するほか、特別な予算枠を設けて

先駆的・モデル的な活用も進めていきます。

　また、 県内企業の環境技術の振興、 県事業にお

ける環境配慮の推進を図るため特別な予算枠を設け

て県内企業の環境新技術を積極的に導入していきま

す。

　平成22年度は、 織物残糸を再利用したコンクリート

吹付混入材や下水汚泥溶融スラグを有効利用したコ

ンクリート製品など５か所の工事で新技術の導入が行

われました。

　環境への負荷の低減を図るための公共事業の取組

は、 各分野において様々な形で進めています。

　省エネルギー、 環境保護、 健康増進の面から見

直されている自転車の利用促進を図るため、「サイクリ

ングロード ・ ネットワーク計画」 を策定し、 自転車道

の整備を進めています。

　河川整備にあたっては、 県民に愛され親しまれる

川づくりを目指した 「群馬21世紀川づくりプラン」 の

理念に基づき、 また、 改正河川法の 「河川環境の

整備と保全」、「地域住民等の意見の反映」 等の趣

旨も踏まえ、 河川が本来持つ豊かな自然を取り戻す

ばかりでなく、 潤いと安らぎのある川づくりを推進して

います。

　都市公園については、“都市における良好な自然的

環境の保全” や “CO2の吸収 ・ 固定やヒートアイラ

ンド現象の緩和” の観点から、 都市の緑の保全 ・

創出等を推進しています。 特に、 多々良沼公園に

ついては、「自然と人間との共生をめざした環境保全

型都市公園」 として、 環境の保全 ・ 復元を積極的

に図るため、 地域住民との協働により整備計画を策

定するとともに、 自然再生緑地事業とし、 植生回復

や湿地の再生 ・ 創出など生物多様性の確保に資す

る良好な緑地整備を進めています。

　建築工事については、 熱の損失の防止及びエネ

ルギーの効率的な利用、 県産木材利用、 シックハウ

ス問題に対応する建材使用並びに雨水浸透などの

配慮をしています。 そのほか、 資源の再利用化と産

業廃棄物減量への取組を進めています。

　下水道については、 汚泥中に含まれる資源の更な

る活用のため、 リン酸肥料原料を確保するための下

水汚泥炭化技術の実用化に向けた研究を進めてい

きます。

11　公共事業における環境配慮

第５章　すべての主体が参加する環境保全の取組


